部局長とＰＴの議論資料　
【事務事業、出資法人、公の施設】
	項目名
	障がい者グループホーム等機能強化支援事業

	部局の考え方
	PT案
	平成２０年度　△１０％　　２１年度　廃止。

	
	
	２０年度通年予算見込み額：　　２０１百万円 

  ２１年度効果見込み額：　　　　　２０１百万円

	
	【方針】

・安定したグループホーム等の運営が地域移行の推進に不可欠であるため、平成２１年度以降も継続実施が必要。
・国に対し制度の拡充を引き続き要望。

【理由】

　 ・グループホームは、地域移行の主要な受け皿であり、自立生活の場として不可欠な社会資源。

　 ・国基準の報酬のみでは、府内の小規模なグループホーム等の運営維持及び新設が困難。

・グループホームの設置ができないと、施設等からの地域移行者の行き場がなくなる。

	項目名
	障がい者福祉作業所運営助成費

	部局の考え方
	PT案
	平成２０年度　△１０％　　２３年度　事業終了。

	
	
	２０年度通年予算見込み額：　　４７４百万円 

  ２１年度効果見込み額：　　　　　　４８百万円

	
	【方針】

・事業費の１０％減は、在宅障がい者のセーフティネットである作業所の維持が困難になるため、継続実施が必要。

(平成２０年度△１０％不可)

・２３年度事業終了については、新体系事業への移行状況を見極めながら 検討すべきであり、現時点での設定が困難

・今後、作業所の安定的な運営を図っていくため、新体系事業への移行を促進していく。
【理由】

　 ・作業所の運営状況は大変厳しい状況にあり、これ以上の経費削減は職員確保が困難になるなど、事業の廃止に追い込まれる。

・作業所は、様々な理由により利用を余儀なくされている在宅障がい者の最後の拠り所であり、日中活動の場が失われる。
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